
平成28年度 寝屋川市障害福祉計画（第４期計画）推進シート【障害者支援を推進していくために重点的に取り組む事項】 
 

１．地域での自立した生活を総合的に支援する取り組みの充実 

計 画 項 目 27年度の取り組み 28年度の取り組み（★は重点事項） 29年度以降の展開 

（１）重度化・高齢化や制度の谷間への対応なども含めた、多様なサービス等の確保・創出 

 ① 重度の障害がある人を支援

するサービス等の充実 

・難病・医療的ケア検討サブＷＧの検討 ★難病・医療的ケア検討サブＷＧの設置、検討・推進  

②“障害者の高齢化”に対応

した取り組みの推進 

 ・国が実施した調査結果等をふまえた検討・推進 ・次期高齢者保健福祉計画の

策定とも連動させた検討） 

③ 難病の人などへのサービス

提供の推進 

・指定難病の拡大への対応 

・難病・医療的ケア検討サブＷＧの検討（再掲） 

★難病・医療的ケア検討サブＷＧの設置、検討・推進

（再掲） 

 

④ 発達障害のある人などへの

支援の推進 

・サポート手帳の普及（周知等） 

・大人の発達障害・ひきこもりサブＷＧを設置 

（継続実施）  

（２）地域生活支援等の拠点となる機能の整備 

 ① 地域生活支援拠点等の整備

の推進 

・検討組織（プロジェクト＝PJ）の設置 ★ＰＪでの拠点機能や整備方法等の検討 

★グループホーム等の確保方策の検討・推進 

・整備の実施（29年度中） 

（３）災害時・緊急時の支援体制の充実 

 ① 地域での支援体制の充実 

 

・避難行動要支援者名簿の地域との共有

の推進 

★個別支援計画の検討・推進  

② 障害に対応した避難所運営

の推進 

・避難所マニュアルの地域との共有の推

進 

★避難所運営に関する訓練等の推進  

③ 緊急時の情報伝達の推進 

 

・救急医療情報キットや緊急時情報シー

トの普及（継続） 

★サービス等利用計画への記載の推進  

（４）就労支援と生活支援の一体的な推進 

 ① 就労者のフォローアップの

充実 

・就労支援ＷＧでの検討・ 推進 （継続実施）  

② 福祉的就労の場などでの取

り組みの推進 

・日中活動事業者連絡会の検討 ・日中活動事業者連絡会の設置（福祉施設協議会と連

携） 

 

（５）相談支援による“つなぎ”の充実と、幅広い協働による総合的な支援の推進 

 ① 基幹相談支援センターの機

能の充実 

・相談支援ＮＷ会議の開催 ★相談支援全体のあり方の検討・充実  

② 計画相談支援の充実 

 

・計画相談事業者連絡会の開催 

・新規事業所の開設に向けた呼びかけ等 

・計画相談支援の充実に向けた取り組みの推進 

・支援学校新卒者等への支援方策の検討 

 

③ 自立支援協議会の推進 

 

・新たな会議体（ＷＧ・サブＷＧ・事業

者連絡会・ＰＪ等）の設置 

★事務局機能の充実 

・新たな会議体（サービス調整会議等）の設置 

 

 

２．乳幼児期からのライフステージを通じた支援のしくみづくり 

計 画 項 目 27年度の取り組み 28年度の取り組み（★は重点事項） 29年度以降の展開 

（１）ライフステージを通じた継続的な支援体制の構築 

 ① 自立支援協議会を活かした

障害児支援体制の充実 

・障害児部会（ＷＧ）の設置 ★障害児部会で検討・推進  

（２）多様な主体の協働による障害児療育体制の構築 

 ①「公」・「民」の協働による

支援のしくみづくり 

 ・障害児部会で検討・推進  

② 保健・医療・福祉と教育の連

携を進める取り組みの推進 

 ・障害児部会で検討・推進  

③ 障害児支援サービス事業者

連絡会の推進 

・障害児サービス事業者連絡会の開催 （継続実施）  

（３）家族に対する支援の充実 

 ①「子ども・子育て支援」の

なかでの取り組みの推進 

（子ども・子育て支援事業計画等と連動

させて検討） 

（継続実施）  

② 家族を支援する相談やサー

ビス等の充実 

・障害児相談支援等の推進 

・短期入所の充実 

（継続実施）  

③ 当事者活動の推進 

 

・地域活動支援部会による講演会等の実

施 

（継続実施）  

 

３．共生社会の実現と権利擁護支援に向けた取り組みの推進 

計 画 項 目 27年度の取り組み 28年度の取り組み（★は重点事項） 29年度以降の展開 

（１）社会的障壁をなくしていくための取り組みの推進 

 ① 障害者差別解消法に基づく

取り組みの推進 

・対応要領の策定、地域協議会の設置 

・施行に向けた広報・啓発の実施 

★差別解消法の啓発、既存の窓口の活用と庁内での取

り組みの推進 

 

（２）虐待や権利侵害を防止・解決する取り組みの充実 

 ① 虐待や権利侵害の防止と適

切な対応の推進 

・虐待防止センターと基幹相談支援セン

ターとの連携による対応の推進 

（継続実施）  

（３）権利擁護支援の体制づくり 

 ① 成年後見制度等の利用の促

進 

 ★法人後見支援事業の実施  

② 権利擁護支援のしくみづく

りの推進 

（次期地域福祉計画策定のなかで検討） ★権利擁護システムの検討  

 

⑤－２ 


